
社会福祉施設職員等退職手当共済制度における保育所等に対する公費助成継続を求め意見書 

 

社会福祉施設職員等退職手当共済制度は、社会福祉法人が経営する社会福祉施設等の職員の処遇

改善を通じて、保育士等の職員の身分の安定を図り、それにより社会福祉事業の振興に寄与するこ

とを目的としています。現在、同制度における保育所等の退職手当金支給財源の負担割合は、３分

の２が公費助成、３分の１が社会福祉法人の負担とされていますが、公費助成の在り方については、

２０２６年度末までに改めて結論を出すこととされています。 

公費助成が廃止されれば、保育士の処遇悪化は否めず、深刻な保育士不足に拍車がかかり保育士

確保が一層困難になることは明らかです。今後、多くの保育所等の経営主体である社会福祉法人が、

安定的に良質な保育を提供していくために、公費助成の継続・拡充が不可欠です。 

よって、本市議会は国に対し、社会福祉施設職員等退職手当共済制度における保育所等に対する

公費助成を継続するよう強く要望します。 

 

以上、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９９条の規定により意見書を提出します。 

令和８年９月２９日 

摂  津  市  議  会 


